
 

 

 

１ 協議会の設置根拠（障害者総合支援法第８９条の３） 

  関係機関、関係団体並びに障害者等及びその家族並びにその他の関係者が、相互の連携を図

ることにより、地域における障害者等への支援体制に関する課題について情報を共有し、関係

機関等への連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた体制の整備について協議を行い、

障害者等への支援体制の整備を図ることを目的として、地方公共団体が設置します。 

 

２ 主な機能 

 

 

地域ネットワークの中核組織として、市内の社会資源を繋ぎ、地域で暮らす障害のある

方を地域全体で支えます。 

 

 

    基幹相談支援センター及び障害福祉サービス事業所等の運営状況等について評価します。

また、障害福祉サービス事業所等については、必要に応じて指定の可否に関する意見を述

べます。 

 

 

    地域で暮らす障害のある方を支えるために、障害福祉サービス事業者等と情報交換を行

い、地域における課題や情報を収集し、提供します。 

 

 

    市が策定する障害者計画や障害福祉計画等について、必要に応じて意見を述べます。 

 

３ 協議会の構成 

  久留米市障害者地域生活支援協議会は、（通称）全体会と部会及び分科会で構成しています。 

 ◎  全体会  

   地域の実情や、各部会からの報告を受けて、地域課題等を確認し、市へ報告・提案を行い

ます。また、基幹相談支援センターの運営状況について確認します。 

 ○  施策推進部会  

   ５つの分科会を通じて、地域における障害者等への支援体制に関する課題を整理し、対応

策等の検討を行います。 

  ・  分科会  

    ことも、おとな、当事者、重症心身障害児者、相談支援の各テーマに分かれて、地域に

おける課題や対応策を整理し、施策推進部会に提案を行います。 

 ○  権利擁護部会  

   障害者に対する虐待の早期発見・早期予防や、障害を理由とする差別の解消に向けた取り

組み等について研究・検討を行います。 

久留米市障害者地域生活支援協議会について 

① 障害のある方を地域で支えるネットワークを構築する地域支援機能 

② 基幹相談支援センター及び障害福祉サービス事業所等に対する評価機能 

③ 地域における障害保健福祉に関する課題や情報を収集・提供する情報支援機能 

④ 障害福祉計画の策定・変更または達成状況について意見を述べる施策提案機能 
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 ○  計画推進部会  

   現計画の推進に関し、進捗状況の評価、及び社会資源の活用・整備等について研究・検討

を行います。また、障害福祉サービス事業所の評価等を行います。 

 ○  地域包括ケアシステム検討部会  

   「精神保健福祉関係機関連絡会議」と連携し、「地域包括ケアシステム」についての研究・

検討を行い、精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができる

体制づくりについて協議を行います。 
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久留米市の現状と障害福祉施策について 

 

１ 障害者の状況 

（１）身体障害者手帳、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳合計で１８，１６６人 

 【内訳】 

 身体障害者手帳  １１，９５６人（６５．８％） 

 療育手帳   ２，６９１人（１４．８％） 

 精神障害者保健福祉手帳  ３，５１９人（１９．４％） 

 

（２）期間中（平成 28 年度末～令和 2 年度末）７９９人の増加（＋４．６％）。 

 【内訳】 

 身体障害者手帳   ５１６人の減少（△ ４．１％） 

 療育手帳   ３５７人の増加（＋１５．３％） 

 精神障害者保健福祉手帳  ９５８人の増加（＋３７．４％） 

 

（３）障害者手帳所持者の推移 
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（４）令和２年度障害者手帳所持者の年齢構成（３障害） 

  ① ３障害合計での障害者手帳所持者の年齢構成 

   ・手帳所持者のうち、６５歳以上の方で約半数（５２．２％）を占める。 

  ② 身体障害者手帳所持者 

 ・６５歳以上の方  ：７３．０％ 

③ 療育手帳所持者 

 ・１８歳～６４歳の方：６７．３％ 

④ 精神障害者手帳 

・１８歳～６４歳の方：８０．３％ 

                                

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）身体障害者手帳所持者（令和２年度） 

① 等級別では、１級が最も多く、１・２級を合わせた重度障害者が５，７４０人

となり、全体の４８．０％を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



② 区分別では、肢体不自由の所持者が最も多く６，１８０人と全体の５３％を占

める。次に、内部障害の方が３，６５５人２９％を占め、両障害で全体の８２％

を占めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）療育手帳所持者（知的障害者）（令和２年度） 

① Ａ１最重度とＡ２重度を合わせて１，２４０人であり、全体の４８％を占める。 

② Ｂ１中度とＢ２軽度の前年度伸び率が、他の区分に比べて大きい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）精神障害者手帳、自立支援医療精神通院 

  ① 手帳所持者数（令和２年度） 

(A) ２級が最も多く２，４５３人であり、全体の６９％を占める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



② 自立支援医療（精神通院医療） 

(A) 自立支援医療（精神通院医療）の利用者は令和２年度で６，９２８人であり、

期間中（平成 28 年度～令和 2 年度）、１，２８２人の増加。（＋２２．７％） 

(B) 自立支援医療精神通院利用者は、精神障害者手帳所持者の約２．０倍。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ※自立支援医療（精神通院医療）：精神疾患のために継続した通院治療を受ける

必要がある場合、指定医療機関での自己負担額は、原則として医療費の１割負

担となる。 

 

 

２ 障害福祉サービス事業所等の状況 

（１）増加が顕著な事業所 

サービス名 内容 

①放課後等デイサー

ビス 

就学中の障害児に授業終了後又は夏休み等休業日に、生活能力

の向上のために必要な訓練、社会との交流の促進等を行う。 

②共同生活援助 共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつまたは食事の介護

など、日常生活上の援助を行う。 

③障害児相談支援 障害児または家族の心身の状況、環境、意向等を聞き取り、「障

害児支援利用計画」を作成するとともに、一定期間ごとにモニ

タリングを行う。 

④就労継続支援 一般企業等での就労が困難な人に、働く場を提供するとともに、

知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う。 

 A 型＝雇用契約を結ぶ、B 型＝雇用契約を結ばない 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



３ 久留米市の障害福祉施策について 

（１）「第３期障害者計画」、「第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画」の概要 

 

① 第３期障害者計画（平成３０年度～令和５年度の６ヵ年計画） 

 

基本理念 

 誰もが 自分らしく生きがいを持ち 支え合いながら  

安心して暮らし続けられる まちの実現に向けて 
 

 

 

 

５つの基本目標 施策（★は重点施策） 

＜基本目標１＞ 

壁をなくし認め合って生きるために 

【啓発・広報、生活環境】 

1.ノーマライゼーションの意識啓発の充実★ 

2.情報アクセシビリティの向上 

3.障害者にやさしいまちづくりの推進 

＜基本目標２＞ 

安全と安心のために 

【差別解消・権利擁護、防災・防犯】 

1.差別の解消、権利擁護の推進★ 

2.防災・防犯対策の推進★ 

＜基本目標３＞ 

支援が必要な子どもの発達支援と保育・教

育の充実のために 

【療育・保育・教育】 

1.障害の早期発見・早期対応 

2.療育・保育・教育の切れ目のない支援★ 

3.療育の充実 

4.学校教育の充実 

＜基本目標４＞ 

自立して暮らし続けるために 

【雇用・就労、生活支援、保健・医療】 

1.一般就労の促進 

2.福祉的就労の充実 

3.就労支援の充実 

4.住まいの確保と居住支援の充実★ 

5.在宅福祉サービスなどの充実★ 

6.外出支援の充実 

7.経済的支援の充実 

8.相談支援体制の充実 

9.保健サービスの充実 

10.医療サービスの充実 

＜基本目標５＞ 

生きがいを持って自分らしく生きるため

に 

【日中活動、社会活動】 

1.日中活動の促進 

2.スポーツ・文化活動への参加促進 

3.社会教育の充実 

4.地域活動や国内外交流の促進★ 

5.ボランティアなどの育成・活動促進 



② 第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画（令和３年～令和５年度３ヵ年計画） 

  (A) 成果目標 

・国が示す「基本指針」では、計画期間中の取り組みの達成度を評価する指標とし

て、以下の７つの項目が設定されており、これに沿って市の目標を定めている。 

Ｎｏ 項目 

１ 福祉施設入所者の地域生活への移行 

２ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

３ 地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

４ 福祉施設から一般就労への移行等 

５ 障害児支援の提供体制の整備 

６ 相談支援体制の充実・強化等 

７ 障害福祉サービス等の質の向上 

 （B）活動指標 

  ・国が示す「基本指針」に即し、成果目標を実現するための活動指標として、「障

害福祉サービス・相談支援」、「障害児通所支援・相談支援」、「地域生活支援事業」

の必要見込量、推計の考え方、見込量確保のための方策など定めている。 

   

（２）障害者福祉課予算の概要 

① 障害者福祉課における令和３年度当初予算額は、１０６億９千万円（前年度比＋

６.４％）。期間中（平成 29 年度～令和 3 年度）は、２１億６千万円の増加（＋２

５.３％）。 

② うち、扶助費が９６％を占める。期間中は２１億７千万円の増加。 

※扶助費・・・社会保障制度の一環として、生活困窮者、高齢者、児童、障害者等

に対して行っている様々な支援に要する義務的経費。 

③ その他の予算については、期間中に１０千万円の減少。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）主な施策 

① 令和元年、令和２年度に取り組んだ主な施策 

＊第６期障害福祉計画・第２期障害児福祉計画の策定 

前計画が令和２年度末に終了することに伴い、国の基本指針や地域生活支 

    援協議会計画推進部会の意見などを踏まえ、本市における障害福祉サービス 

    等の見込み量とその確保のための方策を定めた「第６期久留米市障害福祉計 

    画・第２期久留米市障害児福祉計画」を策定。（計画期間：Ｒ３年～５年度） 

 

＊地域生活支援拠点等の設置  

本市では、平成３０年度より地域生活支援協議会計画推進部会で協議を 

行い、拠点機能のうち「緊急時の受入れ」を中心に整備を検討。拠点整備の

方針として「緊急事態が起きる前の平常時に、支援体制の充実を図る」とし、

具体的には、「平常時に指定相談支援事業所や基幹相談支援センターを中心

に、個々の障害者に対し緊急事態に備えた支援方法をあらかじめ構築し、緊

急事態が発生した際に迅速な対応を行う」ことで拠点を設置。 

 

＊新型コロナウイルス感染予防にかかる事業所向けの取組み  

      新型コロナウイルス感染拡大への対応を行いつつ、利用者に対して必要な

サービスを継続して提供するために、障害福祉サービス事業所等に対する指

定基準の臨時的取扱いの適用、事業所職員に対する新型コロナウイルス対策

研修会の開催や事業所に対し感染予防専門家の派遣等を行い、さらに、延４

１５事業所に対し総額７１百万円の新型コロナ対策の補助金を交付した。 

 

② 令和３年度に取り組む主な施策 

 ＊地域生活支援拠点等が有する機能の充実 

      地域生活支援拠点について令和３年度より運用を開始。拠点の運用につ 

     いては、地域生活支援協議会計画推進部会に報告を行い、同部会における評

価や意見を次期以降の運用に反映し、拠点機能の改善や強化を図る。 

 

  ＊新型コロナウイルス感染予防にかかる事業所向けの取組み 

      新型コロナウイルス感染防止対策として、令和２年度より障害福祉サービ

ス事業所等従事者へのＰＣＲ検査（無償）を継続して行い、さらに、事業所

従事者に対して新型コロナワクチンの優先接種を実施している。 

 

＊重層的支援体制整備への取組み 

    各支援関係機関が属性や世代に関わらず包括的に相談を受け止め、複雑

化・複合化した支援ニーズに対しては全体で課題を整理し、適切な支援につ

なげる。あわせて、様々な困りごとを抱えながらも、支え合い暮らしていけ

る関係性を地域の中に育む。 


